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◆背景

• 長野県内には下水道事業を実施している中小市町村が多く、下水道整備や維持管理
に必要な土木、電気、機械、水質等に関する専門技術者の確保が困難である。

• 市町村等への技術支援及び広域的な維持管理の実施を目的として、平成3年2月に下
水道公社が設立された。

◆具体的内容

• 県内市町村等の下水道終末処理場（55市町村・組合の102場）のうち、31市町村・
組合の43場の維持管理業務等を受託（他に農集排16場も受託：計59場）し、公社職
員が監理監督等を実施している。現場の運転管理は公社から民間事業者へ委託して
いる。

• 県内4地域で、複数市町村の施設を取りまとめて広域的に管理（管理・設備情報の集
約、薬品購入・修繕工事等の共同発注、共同水質試験等）している。

◆効果

• 専門技術者の効率的な配置が可能となった（例：8市町村に技術職員2名ずつの配置
を仮定すると16名必要となるが、公社管理の場合は6名で実施。10名減。）。

• 管理の質が向上した（監理監督の徹底、省エネ運転の評価、緊急対応ルール整備、
迅速な修繕工事、各種計画策定、施設の再構築内容の提案など）。

• 平成元年7月 県主導により公社設立の検討を開始

• 平成3年2月 下水道公社設立

• 平成7年7月 「長野県下水道広域管理構想」策定

• 平成14年度 51団体59場を受託（供用開始の増）

• 平成22年度 27団体43場へ減少（市町村合併等）

• 令和2年度～ 31団体59場を受託（農集排等の増）• 各市町村と公社が個別に協定を締結して業務を実施するため、市町村間の調整に時
間がかかる一部事務組合等を設置する場合と比較して、広域化がスムーズに推進さ
れる。

• 公社が専門技術者を継続して確保するため、維持管理情報が集約され、職員間の技
術が継承される。

• 公社による緊急用資機材の備蓄、広域発注による民間事業者の体制の拡充等によっ
て、危機管理体制が充実している。

【長野県】
下水道公社による維持管理の広域化

公益財団法人長野県下水道公社技術管理課

• 管渠の維持管理（点検・修繕）及び更新工事や、処
理施設の更新工事（電気・機械）の監理監督につい
ても、市町村への支援を拡充していく。

○(公財)長野県下水道公社（令和3年度受託概要）
• 維持管理業務 31市町村組合（受託費15億円）
• 管渠工事施工監理等 14市町村（受託費 0.64億円）

広域化等

令和4年度の受託状況

●公営企業情報

●今後の展望

●取組のスケジュール

下水道事業

●取組の概要

●取組のポイント

下水道事業に携わる中小市町村の専門技術者の不足、施設の維持管理等経費の増大
などの課題に対応するため、下水道公社が広域的な維持管理を実施している。

◆総事業費 維持管理受託事業の受託額 15億円（令和3年度）
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